
平 成 21 年 度
当 初 予 算 額

平 成 20 年 度
当 初 予 算 額

増 減
増 減 率
（ ％ ）

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

（下段は公的資金借換債を除いた場合） ７６億６９９４万円 ８１億１８９０万円 △４億４８９６万円 △５．５

（下段は公的資金借換債を除いた場合） ６億８３８４万円 ６億８１３５万円 ２４９万円 ０．４

（下段は公的資金借換債を除いた場合） １６３億２４７５万円 １６９億６３１６万円 △６億３８４１万円 △３．８

※公的資金借換債とは、本来、市債の借り換えを行う際に必要な補償金を免除し、低利の市債に借り換えることを

　認めるものです。ただし、条件として金利５％以上の市債とし、５年間の健全化計画の策定が義務付けられます。

△５億８１１６万円 △７．０

３０億５７８０万円 △５．０△１億６１６２万円

７７億　９２４万円

４億５１４７万円 ４億２６８６万円 ２４６１万円

△１億　８０１万円

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計

５８２万円

平成２１年度の予算の概要

会 計 区 分

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

土 地 造 成 事 業 特 別 会 計

△３５．６

７４１６万円

下 水 道 事 業 特 別 会 計

２．８

一 般 会 計 ８２億９０４０万円

３３８４万円 ２．９

１４．２

５．８

５８４万円

１３億　３４５万円

３億３５２９万円

△９９．２

２億３５３４万円 ２９５万円 １．３

△５９．３

合 計 １７７億５６７６万円 △１２億３６９１万円 △７．０

１２億　７８０万円

３２億１９４２万円

平成２１年度予算が、３月開会の赤平市議会第１回定例会において可決されました。新年度の予算
は「赤平市財政健全化計画（改訂版）」を基本として編成し、当市の懸案となっている「地方財政健全
化法」に基づく連結実質赤字比率が早期健全化基準を下回ることを最大の目標としつつ、一方では
現下の厳しい雇用情勢に対応するため「緊急雇用創出事業費」を新設するとともに、公共事業の一
部前倒しを行い雇用の場の確保に努めました。

△９９．８

△０．５

２億３８２９万円

介 護 保 険 特 別 会 計

用 地 取 得 特 別 会 計

介護サービス事業特別会計

△４億６３８１万円

△２万円

△２億５２３９万円

６６０万円２億３２０５万円 ２億３１８１万円

霊 園 特 別 会 計

△６６８２万円５１万円 ６７３３万円

後 期 高 齢者医療特別会計

８億３９６４万円

１６５億１９８５万円

２３億６７２７万円

老 人 保 健 特 別 会 計 ５１万円 ２億５２９０万円

１億８２１７万円

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計

１１億７３９６万円

２７億　２５６万円



平 成 21 年 度 平 成 20 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

市 税 ９億６６０６万円 １２．５ １０億１３１８万円 △４．７

地 方 譲 与 税 ７７２０万円 １．０ ８５００万円 △９．２

利 子 割 交 付 金 ６８２万円 ０．１ ４００万円 ７０．５

配 当 割 交 付 金 ２００万円 ０．０ ２００万円 ０．０

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 ３２万円 ０．０ ６０万円 △４５．７

地 方 消 費 税 交 付 金 １億５７２４万円 ２．０ １億５０００万円 ４．８

自 動 車 取 得 税 交 付 金 １５１７万円 ０．２ ２０００万円 △２４．２

地 方 特 例 交 付 金 １５０４万円 ０．２ １１６２万円 ２９．４

地 方 交 付 税 ３８憶９４５１万円 ５０．５ ３９憶８８０３万円 △２．３

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 ２４０万円 ０．０ ２４０万円 ０．０

分 担 金 及 び 負 担 金 ５７８３万円 ０．８ ６１０４万円 △５．３

使 用 料 及 び 手 数 料 ４億８２５７万円 ６．３ ４億８５０５万円 △０．５

国 庫 支 出 金 ９憶３４１１万円 １２．１ ８憶７５５０万円 ６．７

道 支 出 金 ３憶６３４９万円 ４．７ ３憶８５４５万円 △５．７

財 産 収 入 ２７８９万円 ０．４ ２３０７万円 ２０．９

寄 附 金 ０万円 ０．０ ０万円 ０．０

繰 入 金 ２０３７万円 ０．３ ８９８８万円 △７７．３

繰 越 金 1万円 ０．０ 1万円 ０．０

諸 収 入 １憶３６２１万円 １．８ ６憶９５５７万円 △８０．４

市 債 ５憶５０００万円 ７．１ ３憶９８００万円 ３８．２

（下段は公的資金借換債を除いた場合） ５億１０７０万円 ２億２６５０万円 １２５．５

歳 入 合 計 ７７憶　９２４万円 １００．０ ８２憶９０４０万円 △７．０

（下段は公的資金借換債を除いた場合） ７６億６９９４万円 ８１億１８９０万円 △５．５

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

一般会計予算の内訳（歳入）

市税総額は、長引く景気低迷や市職員の給与の削減などの影響により対前年度比４．７％の減、地方
交付税は普通交付税において緊急雇用創出推進費の創設などの増加要因もあり、臨時財政対策債
（普通交付税の振替措置）を含めると対前年度比０．２％の増となっています。市債は普通建設事業の
増加により対前年度比３８．２％の増となっています。

構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）

区 分



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税などの市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税などの一部が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームや保育所などに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借り入れることによって負う
債務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



平 成 21 年 度 平 成 20 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

議 会 費 ４９９６万円 ０．６ ４９６６万円 ０．６

総 務 費 ２億７７８３万円 ３．６ ８億５１６９万円 △６７．４

民 生 費 ２５億２５０７万円 ３２．８ ２４億３３７５万円 ３．８

衛 生 費 ３億７３９８万円 ４．９ ３億５９４９万円 ４．０

労 働 費 ６０３６万円 ０．８ ４９０万円 １１３１．９

農 林 水 産 業 費 ６７６２万円 ０．９ ６８４４万円 △１．２

商 工 費 ９９８１万円 １．３ ６億　９０９万円 △８３．６

土 木 費 ８億５９２１万円 １１．１ ９億３７９４万円 △８．４

消 防 費 ６６７３万円 ０．９ ３３１６万円 １０１．２

教 育 費 ３億１１５４万円 ４．０ ２億９９３７万円 ４．１

公 債 費 ９億９８７５万円 １３．０ １１億８４７６万円 △１５．７

（下段は公的資金借換債を除いた場合） ９億５９４５万円 １０億１３２６万円 △５．３

諸 支 出 金 ７億７４４３万円 １０．０ ５億２８５６万円 ４６．５

職 員 給 与 費 １１億　４２４万円 １４．３ ９億２８５９万円 １８．９

予 備 費 １億３９７１万円 １．８ １００万円 １３８７１．０

歳 出 合 計 ７７億　９２４万円 １００．０ ８２億９０４０万円 △７．０

（下段は公的資金借換債を除いた場合） ７６億６９９４万円 ８１億１８９０万円 △５．５

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

職員給与費は職員の給与削減率の減少などに伴い、対前年度比１８．９％の増となっています。総務
費が対前年度比で６７．４％の減となっていますが、これは前年度に㈱花卉園芸振興公社に対する対
策として積立金を計上していたためです。労働費は、緊急雇用創出事業費を創設したことにより対前
年度比１１３１．９％の増となっています。消防費が消防車両（高規格救急自動車）の導入により対前年
度比１０１．２％の増、教育費については、学校施設耐震補強事業（赤間小学校）などにより対前年度
比４．１％の増となっています。

区 分
構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員にかかる給料などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



平 成 21 年 度 平 成 20 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

人 件 費 １１億８１７６万円 １５．３ ９億９９９９万円 １８．２

物 件 費 ７億７４７４万円 １０．１ ７億２１０９万円 ７．４

補 助 費 等 １２億６８０３万円 １６．５ １１億　９６８万円 １４．３

扶 助 費 １５億３５２２万円 １９．９ １４億３３０８万円 ７．１

普 通 建 設 事 業 費 ４億　３６７万円 ５．２ ２億４３７１万円 ６５．６

維 持 補 修 費 ２億６２２１万円 ３．４ １億９７１９万円 ３３．０

公 債 費 ９億９８７５万円 １３．０ １１億８４７５万円 △１５．７

（下段は公的資金借換債を除いた場合） ９億５９４５万円 １０億１３２５万円 △５．３

積 立 金 ４１２７万円 ０．５ ７億　６１９万円 △９４．２

投 資 及 び 出 資 金 ９５２０万円 １．２ １５０万円 ６２４６．７

貸 付 金 ３５３６万円 ０．５ ５億６０２７万円 △９３．７

繰 出 金 ９億７３３３万円 １２．６ １１億３１９５万円 △１４．０

予 備 費 １億３９７１万円 １．８ １００万円 １３８７１．０

歳 出 合 計 ７７億　９２４万円 １００．０ ８２億９０４０万円 △７．０

（下段は公的資金借換債を除いた場合） ７６億６９９４万円 ８１億１８９０万円 △５．５

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

人件費は職員の給与削減率の減少などに伴い、対前年度比１８．２％の増となっています。普通建設
事業費は市道改良舗装事業（４路線）や公営住宅施設整備事業（給排水管取替工事等）、高規格救急
自動車の導入などを予定し、対前年度比で６５．６％の増、維持補修費については、市内各施設の老
朽化に対処するため対前年度比３３．０％の増となっています。公債費は公的資金借換債を含んで、
対前年度比で１５．７％減少しています。

区 分
構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）



※　用語解説

人 件 費
職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険
料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

普通建設事業費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金
一般会計から国民健康保険や下水道事業などの特別会計へ繰り出すため
の費用です。


